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(57)【要約】
　本発明は、検体（１４）の表面への圧入体（４１）の
圧入運動中に測定信号を検出するための測定システムに
関する。特に、検体（１４）の表面の耐傷性を特定する
ための測定システム、または検体（１４）の表面の圧入
体（４１）の走査運動中に測定信号を検出するため、特
に、表面粗さを特定するための測定システムに関する。
測定システムは、力発生機器（４４）を有する筐体（４
７）を有する。力発生機器（４４）は、操作可能に圧入
体（４１）に接続し、筐体（４７）の長手方向軸に沿っ
て圧入体（４１）の走行運動を発生させ、検査対象の検
体（１４）の表面内への圧入体の圧入運動（４１）を起
動し、または圧入体（４１）を走査のために検体（１４
）の表面上に配置する。測定システムは、少なくとも１
つの第１の測定機器（７１）を有し、検体（１４）の表
面への圧入深さを測定し、または検体（１４）の表面上
の走査運動中に圧入体（４１）の筐体（４７）の長手方
向軸に沿った走行運動を測定する。力発生機器（４４）
は、気圧媒体によって圧入体の圧入運動（４１）を起動
する。本発明はさらに、検体の表面の耐傷性を確定する
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　検体（１４）の表面への圧入体（４１）の圧入運動中に測定信号を検出するための測定
装置であって、特に、前記検体（１４）の表面の耐傷性を特定するための測定装置、また
は前記検体（１４）の表面の前記圧入体（４１）の走査運動中に測定信号を検出するため
、特に、表面粗さを特定するための測定装置であって、前記測定装置は、力発生機器（４
４）を有する筐体（４７）を有し、前記力発生機器（４４）は、操作可能に前記圧入体（
４１）に接続し、前記筐体（４７）の長手方向軸に沿って前記圧入体（４１）の走行運動
を発生させ、検査対象の前記検体（１４）の表面内への前記圧入体の圧入運動（４１）を
制御し、または前記圧入体（４１）を走査のために前記検体（１４）の表面上に配置し、
前記測定装置は、少なくとも１つの第１の測定機器（７１）に接続し、前記検体（１４）
の表面への圧入深さを測定し、または前記検体（１４）の表面上の走査運動中に前記圧入
体（４１）の前記筐体（４７）の長手方向軸に沿った走行運動を測定し、前記力発生機器
（４４）は、気圧媒体によって前記圧入体の圧入運動（４１）を制御することを特徴とす
る、測定装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の測定装置であって、前記力発生機器（４４）は、少なくとも１つの第
１の圧力面（５１）を有する圧力室（４６）を有し、前記力発生機器（４４）は操作可能
に前記圧入体（４１）に接続することを特徴とする、測定装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の測定装置であって、前記圧力室（４６）は、注入口（５４）と、排出
口（５５）とを有し、前記注入口（５４）と前記排出口（５５）は、前記圧力室（４６）
の前記第１の圧力面（５１）の外側または前記圧力室（４６）の前記第１の圧力面（５１
）に隣接して備えられることを特徴とする、測定装置。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記力発生機器（４４）は、
前記圧力媒体を前記圧力室（４６）に送達する少なくとも１つのポンプ（３８）を有する
ことを特徴とする、測定装置。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の測定装置であって、注入制御弁（５６）は前記圧
力室（４６）の前記注入口（５４）の上流に備えられ、排出制御弁（６０）は前記圧力室
（４６）の前記排出口（５５）の下流に備えられることを特徴とする、測定装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の測定装置であって、保存容器（３９）は前記ポンプ（３８）と前記注
入口（５４）との間に備えられることを特徴とする、測定装置。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記圧力室（４６）は、前記
第１の圧力面（５１）に対向する第２の圧力面（５２）を有することを特徴とする、測定
装置。
【請求項８】
　請求項２～６のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記圧力室（４６）は筐体（
４７）内に備えられ、前記圧力室（４６）は側壁または前記筐体（４７）の周壁によって
形成され、前記圧力室（４６）は、前記注入口（５４）および前記排出口（５５）を備え
、下部に前記第１の圧力面（５１）と、上部に前記第２の圧力面（５２）とを収容するこ
とを特徴とする、測定装置。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか一項に記載の測定装置であって、特に、前記第２の圧力面（５
２）の変位運動を検出するためのセンサ（６６）は、好ましくは前記圧力室（４６）の外
側で前記第２の圧力面（５２）に割り当てられることを特徴とする、測定装置。
【請求項１０】
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　請求項１～９のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記圧力室（４６）は、前記
筐体（４７）に挿入可能な加圧缶として形成されることを特徴とする、測定装置。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記第１および第２の圧力
面（５１、５２）は圧力膜として形成され、前記第１および第２の圧力面（５１、５２）
は互いに平行に配向され、好ましくは前記筐体（４７）の前記周壁に固定されることを特
徴とする、測定装置。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記第１および第２の圧力
面（５１、５２）は１つの自由度のみにおいて運動の自由を有することを特徴とする、測
定装置。
【請求項１３】
　請求項１～１２のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記圧入体（４１）の前記
走行運動を測定するための前記第１の測定装置（７１）は、前記第１の圧力面（５１）と
前記圧入体（４１）との間に備えられることを特徴とする、測定装置。
【請求項１４】
　請求項１～１３のいずれか一項に記載の測定装置であって、別の測定装置（７３）は前
記第１の圧力面（５１）と前記圧入体（４１）とに備えられ、前記圧入体（４１）に対す
る前記検体（１４）の前記走行運動の軸に沿った前記圧入体の少なくとも１つの変位を検
出することを特徴とする、測定装置。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記第１の測定装置（７１
）および前記少なくとも１つの別の測定装置（７３）は前記筐体（４７）の筐体部分（６
９）内に備えられ、前記筐体部分は前記圧力室（４６）に隣接することを特徴とする、測
定装置。
【請求項１６】
　請求項１～１５のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記圧入体（４１）を収容
する保持要素（７５）は前記筐体（４７）の前記筐体部分（６９）の下部周辺領域に前記
第１の圧力面（５１）から離間して備えられることを特徴とする、測定装置。
【請求項１７】
　請求項１～１６のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記保持要素（７５）は圧
力膜として形成され、少なくとも１つの自由度において、特に、前記第１および第２の圧
力面（５１、５２）の前記自由度において運動の自由を有することを特徴とする、測定装
置。
【請求項１８】
　請求項１～１７のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記保持要素（７５）は、
少なくとも前記圧入体（１４）の変位方向において延在面で柔軟に形成され、前記圧入体
（１４）の変位方向に垂直は方向では剛性に形成されることを特徴とする、測定装置。
【請求項１９】
　請求項１～１８のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記保持要素（７５）は、
前記第１および第２の圧力面（５１、５２）に平行に配向されることを特徴とする、測定
装置。
【請求項２０】
　請求項１～１９のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記第１および／もしくは
第２の圧力面（５１、５２）ならびに／または前記保持要素（７５）は、ベリリウム銅か
らなることを特徴とする、測定装置。
【請求項２１】
　請求項１～２０のいずれか一項に記載の測定装置であって、伝達ピン（６８）は前記第
１の圧力面（５１）と前記圧入体（４１）との間に備えられ、前記第１の圧力面（５１）
と前記圧入体（４１）との間に剛性接続が好ましくは形成されることを特徴とする、測定
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装置。
【請求項２２】
　請求項１～２１のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記第１の測定装置（７１
）および前記少なくとも１つの別の測定装置（７３）は、互いに移動可能である少なくと
も２つのセンサ要素（８４、８５；８８、８９）からなり、いずれの場合にも、前記セン
サ要素（８４、８８）のう少なくとも１つは前記筐体（４７）上に固定して配置され、前
記少なくとも１つの別のセンサ要素（８５、８９）は前記伝達ピン（６８）上に配置され
ることを特徴とする、測定装置。
【請求項２３】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記第１の測定装置（７１
）は、渦電流原理にしたがって動作することを特徴とする、測定装置。
【請求項２４】
　請求項１～２３のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記別の測定装置（７３）
は、前記渦電流原理にしたがって動作することを特徴とする、測定装置。
【請求項２５】
　請求項１～２４のいずれか一項に記載の測定装置であって、圧力スタンプ（６３）は前
記第１および／または第２の圧力面（５１、５２）上に備えられ、前記第１および／また
は第２の圧力面（５１、５２）には、別の構成部品が接続要素（６４）によって固定され
てもよいことを特徴とする、測定装置。
【請求項２６】
　請求項１～２５のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記圧入体（４１）は前記
伝達ピン（６８）上に交換可能に備えられ、および／または圧入端（７８）は前記圧入体
（４１）上に交換可能に配置されることを特徴とする、測定装置。
【請求項２７】
　請求項１～２６のいずれか一項に記載の測定装置であって、前記圧力媒体は加圧空気で
あることを特徴とする、測定装置。
【請求項２８】
　検体（１４）の表面への圧入の深さを検出するため、特に、検体の表面の耐傷性（１４
）を検出するための測定構成、または検体（１４）の表面の表面粗さを検出するための測
定構成であって、
　－前記検体（１４）を収容するための測定台（２５）を有し、
　－測定装置（１２）を初期位置（２１）から測定位置（２２）まで移動させるための取
扱機器（１７）を有し、
　－少なくとも前記測定台（２５）と前記取扱機器（１７）とをその上に備える基体（１
６）を有し、
　－前記測定装置（１２）を前記検体（１４）上で用いて、測定を制御し、実施するため
のコントローラ（３３）を有し、前記コントローラ（３３）は、前記測定装置（１２）の
圧入体（４１）を前記検体（１４）上に配置することを、前記取扱装置（１７）を用いて
制御し、前記測定装置（１２）を用いる前記検体（１４）の表面への前記圧入体（４１）
の圧入運動または前記検体（１４）の表面上の前記圧入体（４１）の前記走査運動は、請
求項１から２７にしたがって行われることを特徴とする、測定構成。
【請求項２９】
　請求項２８に記載の測定装置であって、前記光学検出装置（２９）は、前記基体（１６
）上の前記測定装置（１２）に隣接して配置され、前記測定台（２５）は前記測定装置（
１２）と前記光学検出装置（２９）との間を移動可能であり、または前記測定装置（１２
）および前記光学検出装置（４９）は前記測定台（２５）に対して移動可能であることを
特徴とする、測定装置。
【請求項３０】
　請求項２８または２９のいずれかに記載の測定機器であって、特に、前記検体（１４）
の表面の平面の軸に沿った前記測定台の走行運動（２５）は、前記コントローラ（３３）



(5) JP 2019-502139 A 2019.1.24

10

20

30

40

50

によって制御されることを特徴とする、測定装置。
【請求項３１】
　請求項２８に記載の測定構成であって、前記圧力媒体を前記測定装置（１２）に送達線
（４０）を用いて送達する少なくとも１つのポンプ（３８）が備えられることを特徴とす
る、測定構成。
【請求項３２】
　特に、請求項１～２７のいずれか一項による、測定装置（１２）の検体（１４）の表面
への圧入体（４１）の圧入運動中に、または検体（１４）の表面上で圧入体（４１）の走
査運動中に、測定信号を検出するための方法であって、前記検体（１４）は測定台（２５
）上に配置され、前記測定装置（１２）は開始位置の前記検体（１４）上に配置され、前
記圧入体（４１）の前記圧入運動または前記走査運動は力発生機器（４４）によって制御
され、前記力発生機器（４４）には、前記検体（１４）への前記圧入体の前記圧入運動（
４１）のために気圧媒体の試験圧力が加えられ、または前記検体（１４）の前記走査運動
のために試験圧力が加えられることを特徴とする、方法。
【請求項３３】
　請求項３２に記載の方法であって、前記検体（１４）の表面への前記圧入体（４１）の
前記圧入前に、前記力発生機器（４４）には初期圧力が加えられ、前記測定装置（１２）
は前記検体（１４）に向かって移動し、前記圧入体（４１）の前記検体（１４）上への配
置中に、前記測定装置（１２）の前記走行運動は停止し、前記力発生機器（４４）には試
験圧力が加えられ、前記検体（１４）の表面への前記圧入体の（４１）圧入運動は第１の
測定装置（７１）によって検出されることを特徴とする、方法。
【請求項３４】
　請求項３２または３３のいずれかに記載の方法であって、圧力室（４６）は力発生機器
（４４）として用いられ、前記圧入体（４１）の圧入運動は第１の圧力面（５１）によっ
て制御され、対向する第２の圧力面（４２）はセンサ（６６）に対して移動され、前記圧
入体（４１）に作用する前記力は前記センサ（６６）によって検出され、前記検体（１４
）への前記圧入体（４１）の圧入の深さは、前記第１の測定装置（７１）によって検出さ
れ、前記検体（１４）の表面の硬さは、前記圧入体（４１）の形状に依存して、前記圧入
力と、前記第１の測定装置（７１）によって検出された前記圧入の深さとによって確定さ
れることを特徴とする、方法。
【請求項３５】
　請求項３２～３４のいずれか一項に記載の方法であって、前記検体（１４）への前記圧
入体（４１）の前記圧入運動中に、前記測定台（２５）は前記圧入体の前記圧入運動（４
１）に垂直な方向に移動され、傷（９３）は前記検体（１４）の表面に導入され、圧入の
深さを示す前記第１の測定装置（７１）の前記測定信号、および前記圧入体（４１）に割
り当てられた別の測定装置（７３）の前記測定信号は、前記センサ（６６）の前記測定信
号と共に、前記検体（１４）の前記走行方向に沿った前記圧入体（４１）の変位を検出し
、評価することを特徴とする、方法。
【請求項３６】
　請求項３５に記載の方法であって、前記検体（１４）への前記圧入体の圧入運動（４１
）中、および傷（９３）を形成するための前記測定台の走行運動（２５）中に、前記検体
（１４）の前記走行運動に直角な前記圧入体（４１）の走行運動は、別の測定装置（７３
）の第３のセンサ要素（８８）で検出されることを特徴とする、方法。
【請求項３７】
　請求項３５に記載の方法であって、前記傷（９３）を前記検体（１４）に導入する前に
、前記測定装置（１２）は前記検体（１４）の表面上に配置され、前記検体（１４）の前
記配置運動に垂直な方向に移動させられ、前記第１の測定装置（７１）によって検出され
る前記測定信号は、検出され、傷をつける前の特徴データとして保存されることを特徴と
する、方法。
【請求項３８】
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　請求項３５～３７のいずれか一項に記載の方法であって、前記傷（９３）を前記検体（
１４）に導入後に、前記測定装置（１２）は前記傷（３９）内に配置され、前記圧入体（
４１）は前記測定装置（１２）と共に前記検体の前記配置運動に垂直な方向に移動させら
れ、前記測定装置（１２）によって、前記傷（９３）内の前記圧入体（４１）の前記走行
運動に沿って検出される信号は、検出され、傷をつけた後の特徴データとして保存される
ことを特徴とする、方法。
【請求項３９】
　請求項３２に記載の方法であって、前記力発生機器（４４）の前記試験圧力は、前記圧
入体（４１）の前記走査運動中に一定に保たれることを特徴とする、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、検体の表面への圧入体の圧入運動中に測定信号を検出するための測定装置、
測定構成および方法に関し、また検体の表面の耐傷性を特定するための測定装置、測定構
成および方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　検体の表面の耐傷性を測定するための測定装置および方法は、特許文献１から既知であ
る。同出願では、検体を収容するための測定台と、測定装置を初期位置から測定位置まで
移動するための取扱機器を有する。さらに、コントローラが設けられる。コントローラを
用いて、軸に沿った測定台の走行運動と、圧入体の圧入運動の両方が、検体を検査対象の
表面上に配置した後に測定装置によって［空隙（ｌａｃｕｎａ）］制御される。それによ
って、圧入体は測定台の走行運動中に検体の表面に圧入する。
【０００３】
　測定装置は、検体の表面上に配置後、圧入体の圧入運動を制御するための圧電アクチュ
エータを有する。アクチュエータは第１の保持板を提供する。第１の保持板は、２つの板
ばね対によって上下に移動可能である。この保持板は、別の板を収容する。この板は、上
下に移動可能なように取り付けられ、圧入体はこの板内に配置される。測定装置は保持板
と、圧入体を収容する板との間に配置される。この測定装置は圧入経路を測定する。さら
に、垂直力を特定する測定装置が隣接して配置される。
【０００４】
　この測定装置は以下の不利点を有する。つまり、建設的に複雑で重い構造が保持板、圧
入体を収容する板、およびそれぞれを取り付けるために選択された板ばね対によって提示
される。このように、全体的に大型な寸法が必要となるだけではなく圧電駆動装置は、圧
入運動を制御するための力を加えるように、対応して大型になるように設計される必要が
ある。さらに、この測定装置は、複雑で建設的な構造のため動作が遅い。さらに、測定装
置は、非常に精密な圧電アクチュエータによって圧入体を制御するため、費用が高くなる
。
【０００５】
　硬さ測定機器は、特許文献２から既知である。同文献は、移動可能なキャリッジの測定
表面に傷をつける圧入体を有する。圧入体の圧入運動は、油圧ポンプによって上昇された
制御圧力を用いて油圧室によって制御される。この装置は、システムの動作が遅いという
不利点を有する。表面粗さを検出する走査運動は不可能である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】ドイツ国特許出願第６９９１７７８０Ｔ２号
【特許文献２】特開昭６３－１７１３３９
【発明の概要】
【０００７】
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　本発明の目的は、検体の表面への圧入体の圧入運動中に測定信号を検出するための測定
装置を生成することである。特に、検体の表面の耐傷性を特定するための測定装置、また
は検体の表面の圧入体の走査運動中に測定信号を検出するため、特に、表面粗さを特定す
るための測定装置を生成することである。また、本発明の目的は、圧入体の圧入運動中に
測定信号を特定するための測定構成および方法を生成することである。特に、圧入体の走
査運動中に、検体の表面の耐傷性を特定するための測定構成および方法を生成し、それに
よって、高い正確性と、費用削減を可能にすることである。
【０００８】
　本目的は、圧入体と、力発生機器とを有する測定装置によって達成される。圧入体は力
発生機器と操作可能に接続し、検体の測定対象の表面に圧入し、または検体の測定対象の
表面を走査する。測定装置は、圧入の深さおよび表面の粗さを測定するための少なくとも
１つの測定装置を有する。力発生機器は、気圧媒体によって圧入体の圧入運動または走査
運動を制御される。このような、圧入体の圧入運動または走査運動を圧力媒体によって制
御する力発生機器を用いることによって、圧入運動によって加えられる圧力が直接、圧入
運動に変換されるという有利点を有する。つまり、圧力による力の上昇は、圧入運動の力
の増加に直接対応し、逆も同様である。走査運動中に、加えられた圧力は、好ましくは、
剛性起動部材として力発生機器に作用し、それによって、検体の表面の変化が力発生機器
に伝えられ、好ましくはセンサ要素に伝えられる。簡潔かつ直接的な制御が、したがって
可能となる。さらに、圧力媒体と動作するこのような力発生機器は低質量であり、したが
って低質量ｓｌｏｗｉａを有する。このような力発生機器は圧力媒体によって動作され、
したがって、さらに、温度変化には影響を受けない。温度変化は圧力に直接影響するが、
この圧力は直ちに力発生機器によって再調整可能であるためである。このように、圧入運
動または走査運動に対して定圧を維持することができる。したがって、特に複数の測定で
は、継続して高い測定の安全性を得ることができる。
【０００９】
　好ましくは、力発生機器は、少なくとも１つの第１の圧力面を有する圧力室を有する。
第１の圧力面は操作可能に圧入体に接続する。このように、圧力が増加すると、圧入体の
直接圧入運動は制御可能である。さらに、したがって、依然として十分小さい全体の寸法
で、大きな力が生成可能である。
【００１０】
　圧力室を有する力発生機器は、好ましくは注入口と、排出口とを有する。注入口と排出
口は、圧力室の圧力面の外側または圧力室の圧力面に隣接して配置される。圧力面は、し
たがって、圧入体の方向のみに配向されてもよく、この圧入体と協働してもよい。それに
よって注入口および排出口は、好ましくは少なくとも１つの第１の圧力面に対して横方向
に配置され、したがって直接圧力面に影響することができない。
【００１１】
　圧力発生機器は、好ましくは、少なくとも１つのポンプを備える。ポンプによって、圧
力媒体は圧力室に送達される。ポンプは、したがって、規制された方式で制御され、それ
によって圧力室内の圧力は直接確定される。
【００１２】
　さらに、注入制御弁は、好ましくは、圧力室の注入口の上流に設けられ、排出弁は、好
ましくは、圧力室の排出口の下流に設けられる。圧力室の圧力は、したがって、このよう
な制御弁によって簡潔な方式で維持可能であり、および／または調整可能である。
【００１３】
　力発生機器のさらに好ましい実施形態は、保存容器をポンプと注入制御弁または注入口
との間に提供する。このように、たとえば、ポンプを相対的に小型に形成することができ
、それによって、圧力媒体によって、圧力室の制御および保存容器による準備が必要に応
じて行われる。さらに、圧力室から圧力媒体を直接供給することによって、ポンプによっ
て生成される圧力ピークは低減可能である。
【００１４】
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　圧力室は、好ましくは、第１の圧力面に対向する第２の圧力面を有する。圧力室は、し
たがって、たとえば２つの対向する圧力面を有する加圧缶として簡潔な形状で形成可能で
ある。それによって圧力室内部に作用する圧力は、両方の圧力面に均等に作用する。
【００１５】
　さらに、圧力室は、好ましくは筐体内に設けられる。筐体の側壁または周壁上に、注入
口および排出口が配置される。筐体は第１の圧力面を下部に有する。これは、簡潔で費用
効率が高い測定装置の設計であり、また、圧力室を測定装置に一体化することによって空
間効率も高い。
【００１６】
　さらに、センサは、好ましくは、圧力室の圧力室外側の第２の圧力面に割り当てられる
。第２の圧力面の変位は、したがって、このセンサによって検出可能であり、圧力室で主
流である圧力によって、圧入体に行使される、実際の圧力により作用する力を検出する。
【００１７】
　さらに、圧力室は、好ましくは、筐体に挿入可能な加圧缶として形成される。これは、
校正された加圧缶を簡潔な方法で筐体に一体化することができるという有利点を有する。
【００１８】
　第１および第２の圧力面は、好ましくは、圧力膜として形成される。この圧力面は互い
に平行に配向される。その結果として、固定された周壁がその間に設けられる。周壁に、
注入口および排出口が配置され、好ましくは、筐体の周壁に固定される。圧力膜は、好ま
しくは、周壁に固定リングによって固定される。それによって、圧力室の簡潔なアセンブ
リとなりえる。
【００１９】
　さらに、圧力室は、好ましくは、１つの自由度のみにおいて運動の自由を有する。この
１つの自由度は、好ましくは、筐体の長手方向中心軸、つまり、Ｚ軸に位置する。Ｚ軸に
は、表面を圧入するための圧入体の送り込み運動も位置する。
【００２０】
　さらに、圧入体の走行経路を測定するための第１の測定機器、特に、圧入体の圧入の深
さまたは圧入体の表面粗さを特定するための走査運動は、好ましくは、第１の圧力面、圧
力室と圧入体との間に設けられる。これによって、コンパクトな構造が実現する。
【００２１】
　さらに、少なくとも１つの軸に沿った圧入体の変位を検出するための別の測定機器は、
測定装置をコンパクトな構造にするために、第１の圧力面と圧入体との間に設けられる。
この測定機器は、特に、耐傷性試験が実施されるとき圧入体に対する検体の走行運動に対
応する。好ましくは、この別の測定機器も、第１の測定装置と同じＺ軸に配置される。
【００２２】
　さらに、代替的に、圧入体の変位を検出するための別の測定機器は、圧入体に対する検
体の走行経路に対応する軸に沿って検出可能であり、また、Ｚ軸に直角に配向される軸で
特定可能である。この別の測定機器は、したがって、Ｘ方向およびＹ方向両方において、
つまり、検体の表面の平面で検体の表面に圧入中に、圧入体の位置の変化を検出する。
【００２３】
　Ｚ軸に沿った圧入体の走行運動、特に、圧入の深さを測定するための測定装置、および
検体の走行経路に沿った少なくとも１つの圧入体の変位を検出するための少なくとも１つ
の別の測定装置は、好ましくは筐体の筐体部分に設けられる。この筐体部分は圧力室に隣
接する。これらは、好ましくは筐体の長手方向軸に沿って一列に配置される。それによっ
て、第１および少なくとも１つの別の測定機器は、圧入体の圧入運動中に測定信号を直接
検出可能である。この圧入運動は圧力室によって制御される。
【００２４】
　保持要素は筐体の下部筐体部分に、圧力室の第１の圧力面から離間して設けられる。こ
の保持要素は圧入体を収容する。圧入体は、したがって、筐体に対して規定の位置に収容
される。保持要素は、好ましくは、圧力膜として形成される。圧力膜は、少なくとも運動
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の自由をＺ軸の１つの自由度において有する。検体の表面への圧入体の圧入中に、回転ま
たは角運動は、このように回避される。
【００２５】
　さらに、保持要素は、好ましくは、少なくとも検体の走行運動に沿った圧入体の変位の
方向において延在面で柔軟にまたは可撓性を持つように形成され、検体の走行運動に沿っ
た圧入体の変位の方向に垂直な方向では剛性を持つように形成される。別の測定信号は、
したがって、ひびまたは傷を表面に導入中に、被覆、封入の均一性などを検出するために
検出可能である。
【００２６】
　保持要素は、好ましくは、第１および第２の圧力面に平行に配向される。このように、
圧入体の走行運動に関与するすべて構成部品は、均一な様式で配向される。さらに、圧入
体を圧力室からの力の導入に対して傾斜させることは、第１および第２の圧力面から離間
して配置される保持要素によって、損失なしに実行可能である。
【００２７】
　第１および／もしくは第２の圧力面ならびに／または保持要素は、好ましくはベリリウ
ム銅からなる。実質的にヒステリシスを含まないため、本素材は特に好適である。したが
って、圧入体の直接的で、損失のない制御が、可能となる。
【００２８】
　さらに、伝達ピンは、好ましくは、第１の圧力面と圧入体との間に設けられる。伝達ピ
ンは、好ましくは耐圧性に形成される。構造的に簡潔で軽量な設計がこのように作成され
る。さらに、圧入体と第１の圧力面との直接接続が可能となる。
【００２９】
　有利には、伝達ピンは、圧力面と圧入体の両方と固定的にリンクし、剛性接続を形成す
る。圧力室によって生成される起動力は、次に、直接圧入体の圧入運動に変換可能である
。
【００３０】
　圧入体の走行経路、特に圧入運動を測定するための少なくとも１つの測定装置、および
少なくとも１つの別の測定装置はそれぞれ、互いに移動可能である少なくとも２つのセン
サ要素を有する。センサ要素のいずれも静止して筐体上に配置され、少なくとも１つの別
のセンサ要素は伝達ピンの上に配置される。このように、圧入運動中に、走行経路は、第
１および別の測定装置が連続して配置されるため、これらの両方から同程度検出される。
【００３１】
　さらに、第１の測定装置は、好ましくは、渦電流方法にしたがって動作する。ここでは
、本方法は、コンパクトな設計でも提示可能な、余波がないと証明された測定装置に関与
する。たとえば、フェライト板またはフェライトリングは移動可能センサ要素として伝達
ピンに固定されてもよく、ポットコイルは筐体に第２の静止センサ要素として、好ましく
は解除可能に、具体的にはねじ接続によって固定されてもよい。
【００３２】
　少なくとも１つの圧入体の変位を検出するための少なくとも１つの別の測定装置は、好
ましくは、たとえば、フェライトリングまたは移動可能センサ要素としてのフェライトリ
ングを備える。このフェライトリングは、フェライトリングに割り当てられる少なくとも
１つの第１のコイルとともに、伝達ピン上に配置される。それによって測定装置は同様に
渦電流方法にしたがって動作する。Ｘ方向への圧入体の変位は、このように検出されても
よい。たとえば、測定装置は、互いに１８０°ずらされた２つのコイルを有し、圧入体ま
たは伝達ピンの検体の走行方向に沿った変位を検出してもよい。代替的に、互いに１８０
°ずらされた２つのコイルをフェライトリングに割り当てられてもよい。それによって、
まず、伝達ピンの検体の走行経路に沿った変位、つまり、Ｘ方向への変位を検出し、次に
、Ｙ方向への変位を検出してもよい。
【００３３】
　さらに、圧力スタンプは、好ましくは、第１および／または第２の圧力面上に設けられ
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る。第１および／または第２の圧力面は別の要素を収容するために設けられる。このよう
に、たとえば、センサ要素またはセンサ要素の構成部品、たとえば、圧力センサなどは、
第２の圧力面上に配置されてもよい。好ましくは、伝達ピンは、第１の圧力面に割り当て
られる別のさらにスタンプ上に交換可能に固定されてもよい。
【００３４】
　測定装置の別の有利な実施形態によると、圧入体は交換可能に伝達ピン上に配置される
。したがって、反復計測中に、簡単に交換を行うことができる。代替的に、圧入先端のみ
を交換可能に圧入体上に形成してもよい。これは、劣化時に交換を迅速に行えるだけでは
なく、様々な検査対象の表面に応じて、対応する圧入点を選択し、用いることができると
いう利点を有する。たとえば、圧入点は、ダイヤモンド、コランダム、トパーズまたは水
晶からなっていてもよい。
【００３５】
　加圧空気は、好ましくは圧力媒体として提供される。
【００３６】
　本発明の目的はさらに、走行運動中の測定信号を検出する測定構成によって実現される
。具体的には圧入体の検体の表面内への圧入の深さまたは検体の表面上の走査運動の測定
信号を検出する。検体を収容するための測定台は基体または底面板上に、取扱機器、具体
的には三脚と共に設けられる。取扱機器は、測定装置を収容する。測定装置は、取扱装置
によって、圧入体を検体上に配置する位置まで移動される。圧入体を検体の表面に圧入す
るための走行運動または圧入体の表面を走査するための走行運動は測定装置によって制御
され、本実施形態の前述の１または複数の特徴にしたがって実施される。
【００３７】
　さらに、測定構成は、好ましくは、測定装置に隣接する光学検出装置を収容する。光学
検出装置は、光学的に圧入点、表面粗さまたは、耐傷性試験が実施されるときは、導入さ
れた傷を検出し、評価する。測定台は、好ましくは、測定装置と光学検出装置との間を移
動可能である。代替的に、測定装置および光学検出装置は測定台まで移動可能であっても
よい。
【００３８】
　さらに、測定台の走行運動、具体的には検体の表面の平面の走行方向に沿った軸は、好
ましくはコントローラによって制御される。このように、開始位置を形成する検体の表面
上に圧入体を配置する間の表面の輪郭または表面の粗さは、後続する制御された走行運動
は、このコントローラによって制御されてもよい。これは、耐傷性を特定するための事前
走査のために行われてもよい。同様に、開始位置から始まり、傷を形成するために圧入体
に向かう測定台の走行運動中、圧入体の圧入運動も制御されてもよい。耐傷性試験の事後
走査もまた、開始位置から制御されてもよい。
【００３９】
　ポンプ、および好ましくは保存容器は、測定装置を制御するために設けられる。このポ
ンプは圧力媒体を測定装置に送達線によって送達する。このポンプ、および好ましくは保
存保持部は、測定装置の共通の基体とは別に配置され、測定台、特に検体上での登録の振
動を防ぐ。
【００４０】
　本発明の目的はさらに、測定装置を用いて検体の表面への圧入体の圧入運動中に、また
は検体の表面上で圧入体の走査運動中に、測定信号を検出するための方法によって、実現
される。検体は測定台上に配置され、測定装置は検体上に配置され、圧入体の圧入運動は
力発生機器によって制御される。力発生機器には、検体への圧入体の圧入運動のために気
圧媒体の試験圧力が加えられ、または検体の走査運動のために試験圧力が加えられる。こ
れによって、費用効率が高い力発生機器の設計が可能となる。さらに、圧入体を正確に制
御することが達成される。力発生機器は、低質量であり、したがって高質量のｓｌｏｗｉ
ａによる劣化は起こらない。
【００４１】
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　好ましくは、検体の表面への配置前に、力発生機器には初期圧力が加えられる。測定装
置は検体に向かって移動し、測定装置の圧入体を配置中に、測定装置の走行運動は停止す
る。力発生機器には次に試験圧力が加えられる。検体の表面への圧入体の圧入運動は第１
の測定装置によって検出される。表面の硬さの正確な検出は、したがって、特定可能であ
る。なぜなら、検体の表面の硬さと特定するために、まず、圧入運動と、次に、試験圧力
によって加えられる力を正確に検出する方法で評価可能であるためである。測定装置が検
体上に配置されるまでの送り運動中に力発生機器に加えられる初期圧力は、たとえば、周
囲圧力であってもよい。代替的に、過剰圧力を周囲圧力に対して導入してもよい。このよ
うに、画定した状態を力測定機器に対して生成することができる。
【００４２】
　好ましくは、圧力室を力発生機器として用いて、本方法を実施し、検体の表面への圧入
体の圧入運動は圧力室の第１の圧力面によって制御される。ここで、第１の圧力面に対向
する第２の圧力面はセンサに対して移動する。圧入体に作用する力はセンサによって検出
される。圧力室によって生じる圧入運動は、第１の測定装置による圧入の深さに対して検
出される。したがって、検体の表面の硬さは、選択された圧入体に依存して、センサによ
って検出された圧入体に作用する力と、測定機器によって検出された圧入の深さとによっ
て確定されてもよい。したがって、空気圧式硬さ測定装置を生成することができる。
【００４３】
　検体の表面の耐傷性を特定するために、測定台は、好ましくは、そこに載せられる検体
と共に、圧入体の圧入運動中に、圧入体の圧入運動に垂直な方向に移動させられる。傷が
検体の表面に導入される。圧入の深さに関する測定信号は、時間および走行経路に依存し
て、第１の測定機器によって検出される。さらに、測定台の走行方向に対抗する圧入体の
変位は、第２の測定機器によって検出される。検体の表面の耐傷性はこれらの検出された
信号から確定されてもよい。
【００４４】
　さらに、別の測定装置によって、検体の表面に傷を導入中に、走行運動に垂直に配向さ
れる変位は、好ましくは追加で検出されてもよい。したがって、検体の表面に対する評価
は、追加で生成されてもよい。特に、素材の均一性に関する記述が実現されてもよい。
【００４５】
　さらに、測定装置は、好ましくは、傷を検体に導入する前に、表面上に配置され、検体
の配置運動に垂直な方向に移動させられ、表面を走査する。したがって、信号は第１の測
定装置によって検出され、傷をつける前の特徴として保存される。検体の表面の経路は、
いわゆる事前走査によって確定されてもよく、それによってこの別のパラメータを引き続
き耐傷性を確定する際に考慮にいれてもよい。
【００４６】
　さらに、耐傷性を特定するために、いわゆる事後走査を実施する。そのためには、好ま
しくは、測定装置は、傷を検体に導入後に、傷の上に配置される。圧入体は測定装置と共
に、検体の配置運動に垂直な方向に移動させられ、つまり、傷内に沿って誘導される。検
出された測定信号は保存される。
【００４７】
　さらに本方法の好ましい実施形態では、力発生機器の試験圧力は圧入体の走査運動中に
一定に保たれる。圧入体は、したがって、一定した条件下で検体の表面に沿って誘導され
てもよい。圧力室は次に、剛性起動部材として、効率的に形成される。それによって、圧
入体に作用する走行運動作用は、表面粗さのため、直接長手方向軸に沿って伝達され、少
なくとも１つのセンサ要素によって検出される。試験圧力は周囲圧力であってもよく、ま
たは、圧力室に加えられる過剰圧力であってもよい。
【００４８】
　本発明はならびに本発明の別の有利な実施形態および発展は、図に記載する例を用いて
以下詳細に記載および説明する。説明および図面から得られる特徴は、本発明にしたがっ
て個別に、または組み合わせて適用することができる。
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【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】本発明による測定構成の概略図である。
【図２】図１による発明的な測定構成の測定装置概略拡大図である。
【図３】図２による測定装置を下から見た概略図である
【図４】図２による測定装置の概略断面図である。
【図５】相互コントローラによって制御される、図２による測定装置および測定装置に接
続する構成部品の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００５０】
　測定構成１１を図１に概略的に示す。このような測定構成１１は、検体１４の表面、た
とえば、対象上のフィルム、層、および／または被覆などの機械的および／または物理的
特性を検査するために設けられる。たとえば、測定構成１１は硬さ測定機器として用いる
ことができる。硬さ測定機器では、測定装置１２の圧入体４１で圧入することによって硬
さ測定が実施される。さらに、本測定構成１１は測定装置１２を備えることができる。測
定装置１２は、対象上のフィルム、層または被覆の耐傷性を特定する。ここで、たとえば
、耐傷性に関してＣＶＤまたはＰＶＤ被覆を検査することができる。同様に、表面から、
さらなる微小な傷も同様に検出することができ、または他の変形情報も検出および分析す
ることができる。本測定構成１１によって、具体的には同様に測定装置１２を用いて、検
体１４の表面に損傷を与えずに、検体１４の表面の粗さ測定が可能となる。本事例では、
圧入体４１は検体１４の表面上に配置され、検体１４の表面の粗さを走査するために表面
に沿って移動される。
【００５１】
　測定装置１１は、共通の基体１６を備える。共通の基体１６は、好ましくは花崗岩から
形成されてもよい。三脚１７は基体１６上に設けられ、ブーム１８の測定装置１２を収容
する。本三脚１７は、駆動モータ１９を備える。駆動モータ１９によって、測定装置１２
は図１に示す初期位置２１から試験位置２２まで移動することができる。試験位置２２で
は、圧入体４１は検体１４上に置かれる。たとえば、駆動モータ１９はブーム１８を駆動
し、三脚１２の誘導ポスト２３に沿って上下に移動させることができる。
【００５２】
　測定台２５がさらに基体１６上に設けられる。本測定台２５は測定台容器２６を有する
。測定台容器２６は、矢印２７にしたがって少なくともＸ方向に移動可能に駆動されても
よい。検体１４は測定台２６上に載せられ、そこに固定される。
【００５３】
　測定構成１１はさらに、光学検出装置２９を備えていてもよい。光学検出装置２９は同
様に、三脚１７上に配置されてもよく、または、有利には、三脚１７から離間して別の三
脚３１上に配置されてもよい。本光学検出装置２９は、測定装置１２に隣接して配置され
てもよい。測定台２５または測定台容器２６は、したがって、圧入点または傷を検体１４
の表面に付けた後に、検体１４が光学検出装置２９に対して移動可能となるように、移動
可能なように設計される。それによって、検体１４の表面につけられた圧入点または傷は
、光学的に検出可能である。代替的に、測定装置１２および光学検出装置２９は測定台２
５に対して走行運動をすることができる。
【００５４】
　さらに、測定構成１１は、概略的に示されるコントローラ３３を備える。コントローラ
３３は、詳細には図示しない演算装置と、表示装置３５と、入力装置３６とを備える。コ
ントローラ３３は三脚１７と、測定装置１２と、測定台２５とに少なくとも信号線によっ
て接続する。好ましくは、光学検出装置２９および任意で光学検出装置２９を受容する三
脚３１もまた、コントローラ３３に取り付けられる。
【００５５】
　さらに、測定構成１１は、測定装置１２を制御するための少なくとも１つのポンプ３８
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を備える。ポンプ３８を通じて、圧力媒体が測定装置１２に送達され、圧入体４１の測定
装置１２に対する圧入運動を制御する。本ポンプ３８はコントローラ３３に信号線によっ
て接続する。有利には、ポンプ３８は、圧力媒体を保存容器３９に送達することができる
。保存容器３９から、圧力媒体は測定装置１２まで送達線４０を通じて送達される。ポン
プ３８と保存容器３９のいずれも共通の基体１６上には配置されない。
【００５６】
　図２では、本発明による測定装置１２の斜視図を示す。図３は下からの図を示す。図４
では、図２による概略断面図を示す。特に構造説明に関して、測定装置１２をさらに詳細
に参照する。
【００５７】
　本測定装置１２は力発生機器４４を有する。力発生機器４４によって、圧入体４１の検
体１４の表面に対する走行運動、具体的には圧入運動が制御される。本力発生機器４４は
、筐体４７に一体化される圧力室４６を備える。本筐体４７は円筒形の筐体壁４８を有し
、筐体壁４８には、第１の圧力面５１および第２の圧力面５２が割り当てられる。これら
の２つの圧力面５１、５２は、有利には筐体壁４８に、解除可能な接続によって、具体的
にはクランプ接続またはねじ式接続によって固定される。圧力室４６は、筐体壁４８と、
第１および第２の圧力面５１、５２によって形成される。代替的に、末端がその上に配置
された閉鎖圧力室を用いてもよい。注入口５４および排出口５５が筐体壁４８上に設けら
れ、それによって圧力媒体を送達し、排出することができる。
【００５８】
　注入制御弁５６は、好ましくは、注入口５４につながる送達線４０内に設置される。代
替的に、注入弁５６は直接注入口に取り付けられる。排出制御弁６０は、圧力室４６から
圧力媒体が流出する排出側で、別の送達線５８内に配置される。排出制御弁６０もまた、
直接排出口５５に取り付けられる。
【００５９】
　第１および第２の圧力面５１、５２は、好ましくは圧力膜として形成され、特に好まし
くは、円形波を有する波状圧力モータとして形成される。圧力膜は１つの方向のみに１つ
の自由度を有する。この自由度は、Ｚ方向に配向され、測定装置１２の長手方向中心軸６
１にある。圧力面５１、５２がＺ軸の回りを回転することは、第１および第２の圧力面５
１、５２を筐体壁４８に固定クランプすることによって防止される。
【００６０】
　圧力スタンプ６３は、第１および第２の圧力面５１、５２それぞれの上に固定して配置
される。第２の圧力面５２に割り当てられるセンサ６６は、たとえば、接続要素６４によ
って固定されてもよい。センサ６６は、具体的には、圧力センサとして形成される。圧力
センサは、第２の圧力面５２の運動による、圧力室４６内の圧力を検出し、その圧力をコ
ントローラ３３に伝達する。
【００６１】
　トランスファピン６８が第１の圧力面５１と圧入体４１との間に設けられる。このトラ
ンスファピンは、筐体壁４７に隣接する筐体部分６９を貫通して延在する。本筐体部分６
９は円筒形に形成されるため、圧入体４１の走行運動を検出するための第１の測定装置７
１が内部で検出される。さらに、別の測定装置７３は、好ましくは筐体部分６９に配置さ
れる。筐体部分６９は、検体の表面への圧入中における、Ｘ方向への圧入体４１の少なく
とも１つの変位を検出する。また、好ましくはＸ方向への検体１４の同時走行運動を検出
する。さらに、少なくとも１つの別の測定装置７３はまた、Ｙ方向への圧入体の変位も検
出することができる。
【００６２】
　保持要素５７はまた下部筐体部分６９上にも配置される。下部筐体部分６９は、圧入体
４１を受容し、筐体部分６９の外側端部領域７６まで延在する。本保持要素７５は、次に
筐体部分６９に解除可能な接続によって固定される。保持要素７５は、少なくとも１つの
運動方向に１つの自由度を有する圧力膜として形成される。この少なくとも１つの自由度
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はＺ軸にあり、つまり測定装置１２の長手方向中心軸６１にある。保持要素４７は、図３
に示すように、好ましくは２つの長手方向スロットを備える。保持要素７５は、したがっ
て、Ｘ軸に対応する長手方向スロットと平行な方向に柔軟になり、Ｙ軸方向で剛性となる
。保持装置７５は圧力媒体として形成されるため、この保持装置は非常に低い可撓性を有
し、好ましくは、ＸおよびＹ方向において耐圧性となるようには形成されない。
【００６３】
　圧入体４１は伝達ピン６８の下端部に交換可能に留められる。圧入体４１は、圧入体４
１上に解除可能に留められる圧入先端７８を有する。
【００６４】
　筐体部分６９はショルダ８１を有する。ショルダ８１は貫通穴８２を形成する。貫通穴
８２を貫通して伝達ピン６８は延在する。第１の測定装置７１の第１のセンサ要素８４は
、ショルダ８１上に固定して配置される。第１の測定機器７１の第２のセンサ要素８５は
伝達ピン６８上に隣接して配置される。たとえば、第１および第２のセンサ要素８４、８
５は距離センサとして形成される。第１のセンサ要素８４は、コイルを有するポット磁石
を備える。第２のセンサ要素８５は円板であり、伝達ピン６８に固定されるフェライト素
材からなる。この第２のセンサ要素８５は、好ましくは伝達ピン６８上で解除可能であり
、第１のセンサ要素８４からの距離を調整可能である。これによって、初期位置における
圧入体４１の位置合わせが可能となる。測定装置７１は渦電流原理によって動作する。
【００６５】
　別の測定装置７３は、保持部８７上に配置される第１のセンサ要素８８を備える。第１
のセンサ要素８８は、所定の位置に固定されるように、または筐体に固定されるように第
２のセンサ要素８９と共に配置され、第２のセンサ要素８９は、伝達ピン６８と係合する
。第１の実施形態によれば、本第２のセンサ要素８９は、フェライトリングとして形成さ
れてもよい。第２のセンサ要素８９に対向して、第１のセンサ要素８８を形成するコイル
がある。このように、Ｘ方向への圧入体４１の偏差を検出することができる。偏差は、圧
入体４１の表面に圧入点を挿入中、または傷をつけている間に発生し、伝達ピン６８に伝
達される。さらに、第３のセンサ要素９０を設け、Ｘ方向の偏差を検出してもよい。それ
によってＸ方向への逸脱が改善されたことが検出値と第１および第３のセンサ要素８８、
９０とを比較することによって特定されてもよい。代替的に、第３のセンサ要素は、９０
°ずらして配置されてもよく、それによって第１のセンサ要素８８はＸ方向の偏差を検出
し、第３のセンサ要素９０はＹ方向の偏差を検出する。
【００６６】
　図５は、測定構成１１の個々の構成部品の概略的な構成を示す。構成部品はコントロー
ラ３３に制御線によって接続する。この概略的な記載を用いて、検体１４の表面の硬さ測
定を実施するための方法および検体１４の表面の耐傷性を判断するための方法を以下で説
明する。
【００６７】
　検体１４の表面の硬さ測定では、図５による検体１４は測定台２５の測定台容器２６上
に配置され、固定される。力発生機器４４には初期圧力が加えられる。たとえば、圧力室
４６には周囲圧力がかけられてもよい。これは、制御弁６０が開放され、制御弁５６が閉
鎖されることによって実現する。次に、測定装置１２は、たとえば三脚１７のモータ１９
によって検体１４の表面に向かってＺ軸に沿って移動する。圧入体４１が検体１４の表面
に位置するとすぐに、微妙な長手方向への移動または測定装置１２の筐体４７に対するＺ
軸に沿った圧入体４１の急降運動によって、第１の測定装置７１は信号を検出し、Ｚ軸に
沿った測定装置１２の下降運動は停止する。ここで、圧入体４１の急降運動は、伝達ピン
６８に伝達されてもよい。第２のセンサ要素８５に対向する第１のセンサ要素８４は第１
の測定機器から除外されてもよく、したがって測定信号を放出する。
【００６８】
　硬さ測定のこの初期位置では、圧入体４１は検体の表面にあり、排出制御弁６０は閉鎖
され、注入制御弁５６は開放される。それによって圧力室４６には試験圧力が加えられる
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。この流入圧力媒体の圧力は注入口５４の圧力であり、圧力センサ４９によっては検出さ
れて、コントローラ３３に伝達される。圧力室の圧力増加は、ポンプ３８によって直接起
こるか、またはポンプ３８もしくは入れ物容器３９によって発生し、注入制御弁５６によ
って規制されてもよい。
【００６９】
　圧力室４６の試験圧力の増加中に、第１および第２の圧力面５１、５２は変位する。第
１の圧力面５１によって、検体１４への圧入体の圧入運動５１が起こる。第２の圧力面５
２はセンサ６６の方向に試験圧力によって移動する。最初に、試験圧力による第２の圧力
面５２の変位が確定すると、第２の圧力面５２の素材のばね定数は、この圧力に比例的に
反作用する。センサ６６は、第２の圧力面５２からの距離の変化を検出する。ここから、
第２の圧力面５２のばね定数の検出された試験圧力および第２の圧力面５２からの距離に
よって、圧入体４１に作用する試験圧力が確定される。この距離は圧力センサ６６によっ
て検出される。
【００７０】
　第１の測定装置７１の圧入運動に対して検出された測定信号および実際に特定された試
験力によって、検体１４の表面の硬さがを確定することができる。圧入体４１の形態また
は形状も、表面の硬さを確定する際に含まれる。たとえば、圧入体４１は、ピラミッド型
であってもよい。本圧入体は、具体的には、ダイヤモンド、コランダム、トパーズまたは
水晶からなっていてもよい。
【００７１】
　圧入体４１の圧入運動が終了後、たとえば、測定装置１２は検体１４から上昇してもよ
く、排出制御弁６０は続いて開放されてもよい。同様に、排出制御弁６０が最初に開放さ
れてから、次に測定装置１２が上昇してもよく、または両方が同時に行われてもよい。
【００７２】
　伝達ピン６８上に、および筐体部分で伝達ピン６８に割り当てられた測定装置１２は、
第２または別の測定装置７３を有する。検体１４内への圧入体４１の圧入運動中に、変位
運動が検体１４の表面、つまりＸＹ方向で発生する。この変位運動は、したがって同様に
検出されてもよく、別の評価パラメータとして考慮されてもよい。
【００７３】
　次に、検体１４に圧入点を導入後に、圧入点の例示を光学検出装置２９で特定してもよ
く、光学評価も実施してもよい。
【００７４】
　検体１４は測定台２５または測定台２５の測定台容器２６に配置され、検体１４の表面
の耐傷性が特定される。測定装置１２は検体１４の上に位置するため、圧入体４１はこの
検体に向かって、検体１４の表面に垂直な送り運動によって移動されてもよい。測定装置
１２の圧力室４６には初期圧力が加えられる。この初期圧力は、たとえば、注入制御弁５
６を閉鎖し、排出制御弁６０を開放することによって調整される周囲圧力であってもよい
。圧入体５１は休止位置またはオフ位置に位置する。この位置では、圧入体５１は、圧力
室４６の第１の圧力面５１および保持要素７５によって配置される。検体１４に対する測
定装置１２の初期位置を図５に示す。
【００７５】
　測定装置１２は次に、検体１４に向かって移動する。これは、たとえば、モータ１９に
よって行われる。圧入体４１が検体１４の表面上に配置されたことが第１の測定装置７１
によって検出されるとすぐに、モータ１９は停止する。測定装置１２は、検体１４に対す
る開始位置に配置される。本開始位置は、耐傷性を特定するためのいわゆる事前走査のた
めに設けられてもよい。本開始位置はまた、検体の表面の表面粗さの測定のために設けら
れてもよい。
【００７６】
　この開始位置から始まって、いわゆる事前走査をまず実施してもよい。つまり、検体１
４の表面は、圧入体４１の事前に決められた走行経路に沿って走査される。本走行経路は
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１２は、好ましくは停止し、測定台２５は、図４の矢印方向２７にモータ２８よって移動
させられる。それによって、表面の位置および表面の輪郭は走査され、測定された信号は
傷をつける前の特徴データとして保存され、また、事前走査としても既知である。次に、
測定装置１２は検体１４から上昇する。測定装置１２および測定台２５は、再度開始位置
に配置される。次に、事前走査における矢印２７と同じ走行運動が今度はモータ２８を用
いてコントローラ３３によって駆動される。この走行運動と同時に、圧力室４６には試験
圧力が加えられ、測定台２５の走行運動中に、圧入体４１は検体１４の表面にさらに深く
圧入する。本圧入運動は第１の測定装置７１によって検出される。同時に、走行運動中に
主流であった実際の圧力がセンサ６６によって検出される。さらに、圧入体４４の矢印２
７の方向、つまり走行方向への変位は、別の測定装置７３によって、具体的には第１およ
び第２のセンサ要素８８、８９によって、コントローラ３３を介して検出される。事前に
決められた走行運動の最後に、事前に決められた試験力を適用後、測定装置１２は次に検
体１４から上昇する。傷９３の導入中に検出される測定信号（図４）は、耐傷性を確定す
るためにコントローラ３３によって保存され、評価される。
【００７７】
　測定装置１２および測定台２５は、傷９３を検体１４に導入後に再度開始位置まで戻っ
てもよい。事後走査を次に行ってもよい。圧入体４１は傷９３内に配置すされる。次に、
測定台の走行運動２５を矢印２７にしたがって実施し、圧入体４１を傷９３に沿って誘導
する。圧入体４１が傷９３内の走行運動中に、測定信号を再度第１の測定装置７１ならび
に別の測定装置７３および／またはセンサ６６によって検出する。
【００７８】
　さらに、Ｙ方向への圧入体４１の変位が事前走査中、傷９３の導入中、および／または
別の測定機器７３の第３のセンサ９０による事後走査中に検出されてもよい。代替的に、
本第３のセンサ要素９０もまた、第１のセンサ要素８８に加えてＸ方向の偏差を検出して
もよい。
【００７９】
　光学検出装置２９は、傷９３の導入後および／または事後走査後に傷を検出してもよく
、さらに、光学評価を実施可能であってもよい。
【００８０】
　前述の開始位置では、圧入体４１は検体１４の表面上に配置される。この開始位置から
、表面粗さの測定を実施してもよい。圧入体４１は、検体１４の表面の事前に決められた
走行経路に沿って走査される。本走行経路は検体１４に対して接線方向または垂直に、た
とえば、Ｘ軸に沿って配向される。したがって、測定装置１２は停止し、測定台２５は、
図４に示すようにモータ２８によって矢印方向２７に移動させられる。代替的に、測定台
２５が停止し、測定装置１２が移動させられてもよい。測定台２５と測定装置１２の相対
運動も同様に可能である。圧入体４１の筐体４７の長手方向軸またはＺ軸に沿った走行運
動は、検体１４の粗さによって生じ、伝達ピン４８および圧力室４６によって伝達される
。それによって、第２の圧力面５２とセンサ６６との間の経路変更が、コントローラ３３
によって検出され、評価される。検体１４の表面に沿った事前に決められた走行経路の走
査後に、測定装置１２は再度検体１４から上昇する。
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